


◇事業環境に関する認識と確認（経済環境）

緩やかな回復基調が続いているものの、米国の新政権による政策動向や、

欧州における政情不安といった国際情勢の不確実性などにより、

先行き不透明な状況で推移。

◇事業環境に関する認識と確認（物流業界の状況）

国内貨物は、個人消費の伸び悩みなどから、依然として、総輸送量は前年を下回り、

国際貨物は、航空輸出貨物に持ち直しの動きがみられたものの、

円高や海外経済減速の影響などにより、荷動きに力強さを欠くなど、総じて低調に推移。



※以下、セグメント毎の概況は、第３四半期単四半期の内容

「海外会社」の第３四半期は、７－９月期

◇日本・・・増収、増益
鉄道は、自動車や飲料関連顧客の出荷増に伴う輸送需要を取り込んだが、
昨年夏の台風上陸の影響に伴う、北海道での農産物の出荷減が影響し、減収。

トラック輸送では、荷動きが依然として低調に推移したが、
ワンストップ営業、アカウント営業により、顧客需要に応じた輸送サービスを提供し、
自動車関連や飲料関連顧客の取扱いが伸長。

海運は、前年にあった設備関連の輸出の反動による影響が大きく、減収。

倉庫は、大口顧客の取扱いが縮小し、減収。
通販関連などのロジスティクス業務の取扱いが順調に推移。

航空は、輸出が大きく伸長。
特にアジア向けの液晶関連や電子部品の取扱いが伸長。
米州向けも自動車関連を中心に堅調に推移。

輸出貨物の重量は、対前年で、全体で プラス２２．８％。
方面別では、米州地域向けが、プラス１５．１％、欧州地域向けが、マイナス２．７％、
アジア･オセアニア地域向けが、プラス３４．９％。

輸入は、生鮮貨物や医薬品関連の荷動きが堅調に推移し、増収。

Ｍ＆Ａによりグループに加わっている連結会社が、売上・利益面ともに貢献。

利用運送費、外注費をはじめ、各種費用を、物流需要に応じてコントロールしたほか、
燃油費の減少による効果もあり、増益。

◇米州・・・減収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでは、増収、増益。

自動車関連の米国-メキシコ間のトラック輸送、メキシコでの倉庫配送が、好調に推移。

海運・輸入フォワーディングは、前年にあった設備関連取扱いの反動により、減少。



◇欧州・・・減収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでは、増収、増益。

倉庫配送が、既存顧客の取扱い拡大に加え、
オランダやイギリスでの新規顧客の獲得により、伸長。

フランス、イタリアでは、航空・輸出入フォワーディングにおいて、
自動車関連や医薬品などの取扱いが、堅調に推移。

◇東アジア・・・減収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、減収、減益。

中国では、自動車関連の倉庫配送が堅調に推移したが、
航空・輸出フォワーディングの取扱い数量の減少や前年スポットの反動が大きく影響。

香港では、倉庫業務や航空・輸出フォワーディングの取扱いが減少。



◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースにおいても、増収、増益。

倉庫配送が、シンガポール、フィリピンをはじめ、地域全体で取扱いが伸長。

航空・輸出フォワーディングが、マレーシア、フィリピンで回復しつつあり、
インドでも取扱いが伸長。

利用運送費、施設使用料などの削減に加え、第１四半期および第２四半期に
関係会社を新規連結子会社化した効果もあり、増益。

◇警備輸送・・・増収、減益

前年並みの売上を確保したものの、人に関わる各種コストの増加により、減益。



◇重量品建設・・・増収、増益

国内においては、シャットダウン・メンテナンス業務や、プラント工事が、堅調に推移。

海外においては、前年にあった大型プラント工事の反動が大きく影響。

◇物流サポート・・・減収、増益

日通商事において、石油類の販売単価下落の影響により、売上は減少したが、

輸出梱包事業などの取扱い増加もあり、利益を確保。








